【試行版】工事関係書類作成の手引き(受注者用)
国家公務員共済組合連合会

Ⅰ．契約時
(1) 工事請負契約書
① 2部作成し2部とも提出してください。国家公務員共済組合連合会（以下「連合会」という）印を押印後、1部を返送します。
② 甲乙協議のうえ、不要な条文については二重線にて見え消し削除とし、訂正があったページの下部に「○○条○文字削除」等を記載し、受注者の印を押してください。
※修正したデータを連合会から送付します。
③ 2部ともに収入印紙を貼付け受注者の印を押してください。
④ 製本テープで長辺を袋とじのうえ、表紙側、裏表紙側それぞれ割り印を押してください。
⑤ 落札決定日を契約日とします。
(2) 様式　工-1　収入印紙代請求書
① 契約書に貼付する収入印紙については、連合会分を含め購入して貼付してください。
② 立替え払いにて購入した印紙代を本様式に必要事項を記入して、請求してください。
③ 宛名については、工事請負契約書と同一としてください。
④ 日付は記入しないでください。
(3) 様式　工-2　工事工程表
① 工事請負契約書の提出に併せて本様式に単純工程を記入して、提出してください。
② 宛名については、工事請負契約書と同一としてください。
③ 日付は契約日と同一としてください。
(4) 様式　（手続先様式）　契約保証に代わる保証証券
① 契約するにあたり、入札説明書に記載があるとおり、金融機関又は保証事業会社により発行された保証証券（本紙）を提出してください。
② 落札決定してから保険契約まで少し時間がかかるので、保険契約が整った時点で提出してください。
(5) 様式　工-3　再生資源利用計画書（概要）
① 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下、「リサイクル法」という）第13条により、契約書に分別解体等の方法、解体工事に要する費用その他の主務省令で定める事項を記載することとなっているので、本様式を作成して、契約書と合冊にしてください。
② 本様式が必要な工事は、80㎡以上の解体、500㎡以上の新築又は増築又は1億円以上の工事になります。

Ⅱ．契約直後
(1) 様式　工-4　工事費内訳明細書
① 工事費内訳明細書エクセルデーターを監督職員が作成し、現場代理人又は主任（監理）技術者にメールで送付します。
② データの内容を確認し、問題がなければ契約書と同様に長辺を袋とじとし、表紙の代表者名部分及び袋とじの表裏に社印を押して郵送してください。
③ 契約後14日以内に提出してください。
④ 提出部数は3部とします。
(2) 様式　工-5①　現場代理人及び主任（監理）技術者設定届
① 現場代理人と主任（監理）技術者が異なる場合には、現場代理人設定届と主任（監理）技術者設定届を別々に作成してください。
② 主任（監理）技術者は、契約に合せ不要な文字を削除して正式名称になるように作成してください。
③ 契約後14日以内に提出してください。
(3) 様式　工-5②　現場代理人及び主任（監理）技術者経歴書
① 様式　工-5①の分類に従って必要事項を記入してください。
② 業務経歴については、会社での業務ではなく、現場作業員、現場代理人又は主任（監理）技術者として業務した期間、工事件名及び立場を記入してください。
③ 氏名欄には経歴を提出する者が自筆でサインをしてください。
④ 資格免許の写しを併せて添付してください。
⑤ 設定届と一緒に提出してください。
[bookmark: _Hlk69310285](4) 様式　工-6①　電気保安技術者設定届
① 特記仕様書において指定された場合に作成してください。
② 契約後14日以内に提出してください。
(5) 様式　工-6②　電気保安技術者経歴書
① 業務経歴については、会社での業務ではなく、現場作業員、現場代理人又は主任（監理）技術者として業務した期間、工事件名及び立場を記入してください。
② 氏名欄には経歴を提出する者が自筆でサインをしてください。
③ 資格免許の写しを併せて添付してください。
④ 設定届と一緒に提出してください。
[bookmark: _Hlk69310706](6) 様式　工-7①　工事用電力設備の保安責任者設定届
① 施設電源とは別に工事用電源を電力会社から引き込む場合に作成してください。
② 契約後14日以内に提出してください。
(7) 様式　工-7②　工事用電力設備の保安責任者経歴書
① 業務経歴については、会社での業務ではなく、現場作業員、現場代理人又は主任（監理）技術者として業務した期間、工事件名及び立場を記入してください。
② 氏名欄には経歴を提出する者が自筆でサインをしてください。
③ 資格免許の写しを併せて添付してください。
④ 設定届と一緒に提出してください。
(8) 様式　工-8　前払金請求書
① 工事請負契約書に前金払の条文がある場合に、提出することが可能で、本様式に必要事項を記入して提出してください。
② 契約書に定める範囲の金額で、請求書を作成してください。
③ 宛名については、工事請負契約書と同一としてください。
④ 日付は記載しないでください。
(9) 様式　工-9　実施工程表
① 現場代理人及び主任(監理)技術者の印は必ず押してください。
② 出来高グラフも記載してください。
③ 工種、施工場所ごとの工程とその関連がわかるように、次の事項が反映されるように記載してください。
・仮設準備期間（施工計画書の作成・チェック・修正）
・関係諸官庁への提出書類の提出時期
・製作図並びに施工図の作成及び承諾時期
・主要機器の製作期間及び現場搬入時期
・仕上げ、配管配線、機器据付・取付等の施工上の取合い及び取合い部分の完了時期（電気設備・機械設備を記入する。騒音・振動・臭気発生作業を明記する）
・検査及び施工立会時期（協力業者検査・受注者検査・施設検査・完成検査）
・電力引込時期
・試運転調整時期
・気候等の影響の考慮（連合会宛て提出書類、完成検査書類の作成時期）

Ⅲ.着手前
(1) 様式　工-10　工事着手届
① 工事着手前に本様式に必要事項を記入してください。
② 現地調査等を実施する前の日付（着手前）に提出してください。
③ 宛名については、工事請負契約書と同一としてください。
(2) 様式　工-11　火災保険（写し）
① 本様式に必要事項を記入し、②の書類を添付し、提出してください。
② 工事請負契約書における各種保険は次のいずれかとする。
・組立保険・・・・・・・・・工事目的物に対する保険
・請負業者賠償責任保険・・・第三者に与えた損害を填補する保険
・法定外労災保険・・・・・・労働者災害補償保険法による強制加入保険以外の任意保険
(3) 様式　工-12　再生資源利用計画書
① リサイクル法第12条により、受注者は第10条に掲げる項目の説明をする必要があるので、本様式の内容を記載し、監督職員に説明をしてください。
② 本説明が必要な工事は、80㎡以上の解体、500㎡以上の新築又は増築又は1億円以上の工事になります。

Ⅳ.施工中
(1) 様式　工-13（表紙）　施工計画書
① 記載内容については、国土交通省関東地方整備局のホームページ等を利用してください。（日建協のホームページに建築工事のひな形が一式ありますので参考にしてください。）
② 施工前に必ず提出してください。
[bookmark: _Hlk69476295]③ 内容に変更・追加等が発生した場合には、その都度、変更内容等を記載して提出してください。
1)総合施工計画書
① 実施工程表を添付してください。なお、別に提出した実施工程表等がある場合には、別に提出済みとして処理しても構いません。
② すべての下請けが記載された施工体系図を添付してください。なお、別に提出した施工体系図及び施工体制台帳がある場合には、別に提出済みとして処理しても構いません。
③ 各種施工図、施工計画書、納入仕様書等の細目ごとの提出予定日、確認期限等を記載してください。
④ 工事現場の仮設計画には建設機械等の配置がわかるものを添付してください。
2)各工種の施工計画書
① その工種に関する工事内容を抜き出した工程表を添付してください。
② 現場で作業する方の資格が不足している場合がありますので、作業員名簿を添付してください。また、各作業員の資格免許の別も記載してください。
③ 使用する材料に応じた施工要領を記載してください。
④ 施工監理チェック表を添付してください。
⑤ 施工段階確認の内容及び時期等を記載してください。
⑥ 各種施工試験の実施内容を記載するとともに、各種施工試験の様式を添付してください。
⑦ 総合発注工事の下請けについては、以下の項目を下請け業者が作成し、それを補完する形で、受注者が編集してください。
・施工要領
・施工段階確認予定事項
・各種施工試験内容
(2) 様式　工-14　緊急連絡体制
① 本工事を施工するにあたって、事故、災害が生じた場合の連絡体系を記載してください。
② 記載する連絡先は、監督職員、労基、警察、消防、病院、役所、電力会社、電気主任技術者等としてください。
③ 総合施工計画書に添付して提出した場合には、単独で提出する必要はありません。
(3) 様式　工-15　工事作業所災害防止協議会兼施工体系図
① 下請代金額の合計が4,000万円以上（建築一式工事の場合は6,000万円以上）の場合に提出してください。
② ①の金額に満たない場合でも総合施工計画書に添付する体系図が必要となるので、本様式を代用しても構いません。
③ ①のばあいであっても、総合施工計画書に本様式を添付する場合は、単独で提出する必要はありません。
④ すべての下請けがわかるように記載してください。
(4) 様式　工-16　施工体制台帳
① 下請代金額の合計が4,000万円以上（建築一式工事の場合は6,000万円以上）の場合に工事現場に常備してください。
② 必要な際にすぐ閲覧ができるようにしてください。
(5) 様式　CORINS登録様式　CORINS（工事実績情報登録）
① 特に登録するにあたっての定めはないので、必要と思われた場合に登録してください。
② 登録する場合には、次によってください。
・受注時は契約締結後10日以内に登録申請してください。
・完成時は工事完成後10日以内に登録申請してください。
・途中変更時（工期、受注金額、配置技術者等）で、配置技術者等変更については、変更後10日以内、契約内容変更については、契約変更後10日以内に登録申請してください。
・訂正時変更は適宜登録申請をしてください。
③ 各登録前に、監督職員が内容をメールにて確認します。
(6) 様式　工-17　下請業者届
① 一次下請け業者はすべて記載してください。
② 下請業者が確定した時点で随時提出していただいて構いません。（施工期間に影響がなければ、まとめて提出することも可能です。）
(7) 様式　工-18　一括下請工事承諾願・承諾書
① 建設業法第22条第3項に規定する一括下請を行う場合に提出してください。ただし、国家公務員共済組合連合会では、ほとんど認めないと考えてください。
② 真に必要ということであれば、事前に一括下請けとなる理由を提出し、監督職員に確認を取ってください。
(8) 様式　工-19　主要資機材発注先名簿
① 特記仕様書に品質等の確認が必要な機材として記載されている機材は必ず記載してください。
② 機材の発注先が確定した時点で随時提出してください。ただし、発注時期に影響がなければ、まとめて提出することも可能です。
(9) 様式　工-20（表紙）　納入仕様書
① 原則、主要資機材発注先名簿に記載した資機材について提出してください。
② 盤類、高圧機器等の重量物については、耐震計算書を添付してください。
③ 太陽光発電設備については、架台強度計算書を添付してください。
④ アンテナマスト、避雷針については耐風力計算書を添付してください。
⑤ メーカー等から提出される納入仕様書に、受注者の表紙を付け、提出してください。
⑥ 提出する納入仕様書の中に当該工事で使用しない機器材料が含まれている場合には、該当する機器等にマーキングをして使用機器がわかるようにしてください。
⑦ 工場試験計画を記載し、試験様式も添付してください。
(10) 様式　工-21　工事使用資機材検収願
① 検収を必要とする材料は、当該工事の仮設に使用する材料以外のすべてを記載してください。
② 資機材の搬入がされた時点で随時提出してください。ただし、工事時期に影響がなければ、まとめて提出することも可能です。
③ 一度検収を行った同一品については、分割納入されても初回のみで構いません。
④ 施設の監督職員が登録されている場合には、本部監督職員に事前に本様式をメールするとともに、施設の監督職員の検査を受けてください。
⑤ 納品する機材の試験成績書、規格証明書等については、その機材と一緒に提出してください。
[bookmark: _Hlk72485383]⑥ 監督職員への提出となるので、管理技術者が検査する場合と監督職員が検査する場合とでは、様式が異なります（提出日の考えが違います）ので、注意してください。
(11) 様式　工-22　現場代理人等変更申請書
① 現場代理人と主任（監理）技術者等を変更する場合に提出してください。
② 主任（監理）技術者は、入札時に審査された人となるので、基本的には変更を認められませんので、注意してください。
③ 変更が必要な場合には、事前に監督職員と協議を行うものとし、それぞれを設定した際の宛名に提出することになるので、複数ある場合には、宛名ごとに別々に作成してください。
④ 新たに任につく人の経歴書は、その職になるときに提出した様式と同じ様式を使用してください。
⑤ 資格免許の写しを併せて添付してください。
(12) 様式　工-23　工事月例報告書
① 現地に乗り込んだ時点から作成してください。
② 工事月例報告書の日付は、次月最初の日（休日も考慮しない）とし、工事出来高及び全体工程の日付は、当月の末日としてください。
[bookmark: _Hlk69378889](13) 様式　工-24　場外検査願
① 受注者監理が基本となるため、場外検査はないことになるが、工場検査等に監督職員が立会うことで工事の手戻りの発生をなくしたい時などは本様式を提出してください。
② 対象機器類は、原則として個別製作機器（カタログ等で、ラインアップされている機器を除く）のうち重要なものとしてください。
③ 提出する場合には、事前に日程等の調整を行い、工場検査等の予定日の14日前までに場外検査願を提出してください。
(14) 様式　工-25　施工の立会い願
① コンクリートに埋設される配管等完成検査時に確認できない部分で、事前に監督職員から指示をされた部分については、その部位を施工する前に提出してください。
② 受注者監理が基本となるため、監督職員から特に指示がない部分については提出する必要はありません。
③ 立会希望日は事前に監督職員と協議し、立会い予定日の14日前までに、立会い願を提出してください。
④ 施工の立会いが必要なくても書面で確認する必要はあるので、標準仕様書に施工の立会いが必要と示されている部分については、施工を確認できる書類及び写真を監督職員に提出してください。
(15) 様式　工-26　質疑・回答書
① 設計図面等で不明確な部分がある場合、現場取り合い等に疑義がある場合等は本様式に内容を具体的に記入し提出してください。なお、必要に応じて図面及び資料を添付してください。
② ここで金額の増減が生じることになった場合には、変更指示事項一覧表（様式工-46）に整理するとともに、契約金額を変更する必要があるかを監督職員と協議してください。
(16) 様式　工-27　議事録
① 月間定例、週間定例、行政庁協議を実施した際に本様式に記載して提出してください。なお、行政庁等で、標準的な様式が明示されている場合には、そちらを優先してください。
② 協議内容、協議日時、協議相手方の職・氏名等を記入してください。
(17) 様式　工-28　工事週報
① 工程は、バーチャート方式で記載してください。
② 記事欄には主要資機材の納入（資機材検収）、各種試験、定例会、打合せ、監督職員(監督員)の現場立会い等を記載してください。
③ 前週（週報）、今週及び次週（予定）を記載するとともに、前週に作業した内容を施工報告欄に文章で記載してください。
④ 主要資機材入荷については、工事使用資機材検収願と整合を図っておいてください。
⑤ 週間定例を実施する場合には、本様式を資料として提示してください。
(18) 様式　工-29　月間工程表
① 工程は、バーチャート方式で記載してください。
② 備考欄に監督職員の立会・定例打合せ等を必要に応じて記載してください。
③ 計画及び実施の２枚の工程表を作成し、右下に計画出来高(%)と実施出来高(%)をそれぞれ記入してください。なお、実施の工程表は、予定で引いた線の下に赤で実際の工事期間を記載してください。
④ 月間定例を実施する場合には、③の工程表を資料として提示してください。
(19) 様式　任意様式　工事日誌
① 工事期間中(着工日～完工日まで)で、現地作業を行った場合に作成してください。
② 作業がなくても、現場代理人等が本工事に関して打合せ等を行なった場合には、作業が発生しているものとし、作成してください。
(20) 様式　届出先様式　官公庁認可許可書
① 各官署の様式を用い原則として施設長に決裁をお願いして、各官署に提出し、認可許可を受けてください。
② 許認可のおりた書類を監督職員に提出してください。
(21) 様式　工-30（表紙）　機材試験成績書
① メーカーから提出された成績書に受注者で作成した本様式（表紙）を付け提出してください。
② 納入仕様書において確認された様式を用いて提出してください。
(22) 様式　工-31（表紙）　施工試験成績書
① 試験を行った設備ごとに本様式（表紙）を付け提出してください。
② 標準仕様書に試験を実施することとされている内容の試験を必ず実施し、受注者の書式で提出してください。
(23) 様式　工-32　室内空気中の化学物質の測定結果報告書
① 特記仕様書に明記された場合、各室の化学物質の濃度を測定し、本様式に記載のうえ提出してください。
(24) 様式　工-33　技能士通知書
① 特記仕様書において技能士が作業することとされているものがある場合、氏名、資格免許の別を記載のうえ提出してください。
② 資格・免許等の写しを添付するものとし、免許の有効期間は作業工期を超えたものであることを確認してください。
(25) 様式　工-34　各種変更届
① 契約者の名義変更、改印、代表者等に変更が生じた場合に提出してください。
(26) 様式　工-35　天災その他不可抗力による損害通知書
① 工事現場において天災その他不可抗力による損害が生じた場合には、概要を報告するとともに、本通知書を提出してください。
② 本様式の提出後に損害費用のうち、それぞれが負担する費用について協議します。
(27) 様式　工-36　現場休止届
① 正月、ゴールデンウイークなど長期間現場が休業になる場合に提出してください。
(28) 様式　工-37　是正等措置請求書
① 受発注者双方においてそれぞれ提出ができる様式で、監督職員等に明らかに業務怠慢等の不適切事項があり、交代等の要求が必要な場合に提出してください。
(29) 様式　工-38　事故速報
① 工事現場またはその資材運搬等において人災、物損等の事故が生じた場合、すぐに概要を報告するための様式で事故発生から2時間程度を目途に提出してください。
(30) 様式　工-39　事故報告書
① 事故対応が一段落した時点で現地及び被災者の状況の詳細について本様式で報告してください。
(31) 様式　任意　施工図
① 設計図書に基づき、施工図を作成してください。
② 現地施工を行う場合は、施工図の確認が取れてからにしてください。
(32) 様式　工-40　工事記録写真
① 撮影については、営繕工事写真撮影要領に基づいてください。
② 写真の提出方法については、デジタルカメラを用い撮影し、電子データを本様式に貼付け、紙に出力したものを提出してください。
③ 写真の整理については、工程・工種毎にまとめ「インデックス」を貼付けてください。
例）　現況(着手前)・仮設・機器材料検収・ｽﾘｰﾌﾞ入(補強共)・配管配線・土工・機器取付・測定・工場製作・塗装・試運転調整・各種立会・各種検査・安全対策・完成
④ 機器材料検収写真は、工事使用資機材検収願の種別ごとでよいが、機器の品番等を明瞭に写してください。
⑤ 改修工事の場合は、改修前後の対比ができるように同じ方向で撮影してください。
(33) 様式　工-41　作業届
① 施設稼働時の工事で、施設において事前に作業の調整が必要と指示された場合には、作業の7日前までに提出してください。
(34) 様式　工-42　発生材報告書
① 設計数量と比較するため、引渡しとして指示された有価物以外について数量調書（様式工-43②）に記載し、本様式に添付してください。
② 処分した材料については、マニフェストのコピーを提出してください。
③ 施設に引渡した有価物は、上記とは別に数量調書を作成してください。
(39) 様式　任意　調査報告書
① 特記仕様書に調査内容が明記された場合に提出してください。
[bookmark: _Hlk69484062]② 特記仕様書に明記されていない場合であっても下記の撤去機器がある場合には、事前に調査の有無について監督職員と協議してください。
・トランス、コンデンサ等、絶縁油を含む高圧機器の撤去
・照明器具（LEDは不要）の撤去
（※1957年～72年製造の器具安定器については、PCBが使用されていたので特に注意するしてください。）
③ PCBの調査を行った場合は、PCB含有の有無がわかる書類（製造業者の証明書等）及び写真を提出するとともに、PCBが含有していた場合には、PCB入機器報告書を提出してください。（任意様式）

Ⅴ．設計変更時
(1) 様式　工-43　設計変更願
① 契約金額の増減が必要な場合に提出してください。
② 決裁用に必要な変更前後の参考図を監督職員に提出してください。
(2) 様式　内-44　賃金又は物価変動に基づく請負代金額の変更請求について
① 工事資機材または労務費が著しく増加した場合に請負代金額の変更ができます。
② 該当すると思われる場合には、監督職員と協議を行い、請負代金額の変更が妥当と判断された場合に提出してください。
(3) 様式　工-45　変更指示事項一覧表
① 質疑・回答書で協議した事項において、工事使用資機材等の変更が生じる場合には、その都度本様式に記載し提出してください。
② 費用負担するかしないかの判断が伴うので、概算金額については必ず記載してください。
③ 設計変更増減比較表（別紙）の作成が済み次第、費用負担の有無を協議していきます。
④ 工事監理業務がある場合には、監理事務所に③の作成及び金額調整をしてもらってください。
⑤ 連合会監理の場合には、工事費内訳書を参考に金額調整を行う。
(4) 様式　工-46　工期延長願
① やむを得ない理由により工期を延長する必要がある場合に提出してください。
(5) 様式　工-47　変更工程表
① 工期の変更を行った場合に提出してください。
② 元工期を黒線、その下に赤線で、変更工期を記載してください。工種が増えた場合には、工種を含めてすべて赤で記載してください。
(6) 様式　工-48　工事費変更内訳明細書
① 監督職員が作成した工事費変更積算内訳書の内容に問題がないか確認してください。
② 契約書と同様に長辺を袋とじとし、必要箇所に社印を押して提出してください。
(7) 工事請負変更契約書
① 工事の内容又は工期の変更を行った場合に連合会から内容を記載した様式を送付するので、内容を確認して収入印紙の添付、押印をして提出してください。
(8) 様式　工-1　収入印紙代金請求書（契約事務担当官業務）
① 変更契約時においても契約書に収入印紙を立て替え払いで貼付してもらうので、当初契約時と同様に収入印紙代請求書を提出してください。

Ⅵ.既済検査時
(1) 様式　工-49　工事既済部分検査願
① 多年度契約等で、部分払の設定がある場合に、既済部分の確認が必要になるので、本様式を提出してください。
(2) 様式　工-50　既済部分検査工事概要書
① 既済部分検査を行うにあたり、検査官に工事の内容を理解してもらうために作成してください。
[bookmark: _Hlk69397067](3) 様式　工-51　既済部分検査指示事項調書
① 既済部分検査において検査官から指摘のあった事項について、本様式にまとめ検査終了時に提出してください。
② 本指摘事項の手直しが行われたことを施設の職員が確認したら、その項目の確認印を施設の職員に押してもらってください。
(4) 様式　工-52　既済部分手直し完了報告書
① 既済部分検査指示事項調書でまとめたすべての内容について、手直しが完了した場合に、本様式と指示事項調書と併せて提出してください。
(5) 様式　工-53　既済部分工事費内訳明細書
① 請負工事既済部分出来高算定要領を参考に出来形まで記載して事前に提出してください。
② 査定については検査時に甲乙協議のうえ決定するので、協議内容に基づき最終的な内訳書を提出してください。
(7) 様式　工-54　部分払請求書
① 既済部分工事費内訳書の9/10の金額以内を請求してください。
② 日付は空欄で提出してください。

Ⅶ.指定部分検査時
(1) 様式　工-55　指定部分完成届及び指定部分完成検査願
① 指定部分が設定されている場合において、指定部分工事が完成する7日前までに提出してください。
(2) 様式　工-56　指定部分完成検査工事概要書
① 指定部分完成検査を行うにあたり、検査官に工事の内容を理解してもらうために作成してください。
(3) 様式　工-57　指定部分完成検査指示事項調書
① 指定部分完成検査において検査官から指摘のあった事項について、本様式にまとめ指定部分完成検査終了時に提出してください。
[bookmark: _Hlk69718753]② 本指摘事項の手直しが行われたことを施設の職員が確認したら、その項目の確認印を施設の職員に押してもらってください。
(4) 様式　工-58　指定部分完成検査手直し完了報告書
① 指定部分検査指示事項調書でまとめたすべての内容について、手直しが完了した場合に、本様式と指示事項調書と併せて提出してください。
(5) 様式　工-59　指定部分契約目的物件引渡書
① 指定部分完成検査時に検査職員に提出してください。
② 日付は指定部分完成検査の翌日としてください。
(6) 様式　工-59（別紙）　指定部分契約目的物件引渡書（別紙）
① 指定部分完成検査前に監督職員がデータを作成しますので、指定部分完成検査終了時に指定部分契約目的物件引渡書と併せて提出してください。
(7) 様式　工-60　指定部分鍵等引渡書
① 指定部分完成検査終了後に受注者から施設管理者に鍵等と併せて提出してください。
② 日付は指定部分完成検査の翌日としてください。
(8) 様式　工-60（別紙）　指定部分鍵等引渡書（別紙）
① 鍵のほか、予備品、付属品がある場合にはそれらも含めてリスト化し、鍵等引渡書と併せて提出してください。
(9) 様式　工-61　指定部分払請求書
① 指定部分完成に係わる金額を請求してください。
② 日付は空欄としてください。

Ⅷ.一部使用検査時
(1) 様式　内工-16　使用部分施工確認書
① 一部使用部分について監督職員、現場代理人、部分使用者の３者で施工部分を確認した証拠として３社の記名捺印をするものです。
② 監督職員が確認日に様式を持参します。
(2) 様式　工-62　一部使用検査指示事項調書
① 工事未施工部分、手直し等について、本様式にまとめてください。
② 使用部分施工確認書の別紙として提出してください。
(3) 様式　工-63　鍵等（仮）引渡書
① 一部使用検査終了後に受注者から施設管理者に鍵等と併せて2部提出してください。
② 施設管理者から押印を受けたものを1部保管してください。
③ 仮の引渡しになりますので、完成検査後に正式な引渡しを行った際には破棄をしてください。
(4) 様式　工-63（別紙）　鍵等（仮）引渡書（別紙）
① 鍵等で常時一部使用部分を使用するのに必要なもののみ記載してください。

Ⅸ.完成時
(1) 様式　工-64　完成届及び完成検査願
① 工事完成の7日前までに提出してください。
(2) 様式　工-65　完成検査工事概要書
① 完成検査を行うにあたり、検査官に工事の内容を理解してもらうために作成してください。
(3) 様式　任意　社内検査結果報告書（実施された場合）
① 『施工計画書』の《品質計画》の内、管理体制で決定している「社内検査員」による検査結果を報告してください。
② 報告書への添付書類は以下の書類をお願いします。
・検査記録
・検査状況写真
・手直し実施状況写真(是正前・是正中・是正後)
(4) 様式　工-66　完成検査指示事項調書
① 完成検査において検査官から指摘のあった事項について、本様式にまとめ完成検査終了時に提出してください。
② 本指摘事項の手直しが行われたことを施設の職員が確認したら、その項目の確認印を施設の職員に押してもらってください。
(5) 様式　工-67　完成検査手直し完了報告書
① 指定部分検査指示事項調書でまとめたすべての内容について、手直しが完了した場合に、本様式と指示事項調書を併せて提出してください。
(6) 様式　工-68　契約目的物件引渡書
① 完成検査時に検査職員に提出してください。
② 日付は完成検査の翌日としてください。
(7) 様式　工-68（別紙）　契約目的物件引渡書（別紙）
① 完成検査前に監督職員がデータを作成しますので、完成検査終了時に契約目的物件引渡書と併せて提出してください。
(8) 様式　工-69　再資源化等報告書
① リサイクル法第18条により、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときには発注者へ報告することとなっているため、本様式に必要事項を記載し、内容説明を行った後に提出してください。
② 本報告が必要な工事は、80㎡以上の解体、500㎡以上の新築又は増築又は1億円以上の工事の場合になります。
(9) 様式　工-70　最終工事費内訳明細書
① 工事の内容変更を行わなかった場合は、当初提出した工事費内訳明細書の表紙名称を「最終工事費内訳明細書」としたものを1部提出してください。
② 工事の内容変更を行った場合には3部提出してください。
③ 変更の際に数量が0となったものは除いて作成してください。
④ 日付は完成日としてください。
(10) 様式　工-71　完成払請求書
① 工事が完成し、完成検査に合格したら工事の残額を請求してください。
② 請求額は、契約金額から前払、部分払等を行った金額を差し引いた金額になります。
③ 日付は空欄としてください。
(11) 様式　工-72　鍵等引渡書
① 完成検査終了後に受注者から施設管理者に鍵等と併せて2部提出してください。
② 施設管理者から押印を受けたものを1部保管してください。
③ 日付は完成検査の翌日としてください。
(12) 様式　工-72（別紙）　鍵等引渡書（別紙）
① 完成検査終了後に指定部分完成で引渡しした分を除きリスト化してください。
② 一部使用で仮引き渡しをしていた分は、一度施設管理者から返却してもらい、その分を含めリスト化してください。
③ 鍵のほか、予備品、付属品がある場合にはそれらも含めてリスト化してください。
(13) 様式　任意　各種機械設備運転要領書
① 施工した機器を運転するにあたり、運転時の注意事項を記載した要領書を作成し、完成前に施設管理者に対し説明をしておいてください。
(14) 様式　工-73　各工事連絡先一覧表
① 使用機器の運転等に関し疑問等が生じた場合、不具合が生じた場合等に対応が可能な施工者の連絡先を記載し提出してください。
(15) 様式　任意　保証書
① 各機器に添付された保証書及び受注者による本工事部分についての保証書を提出してください。
(16) 様式　工-74（参考）　完成図の作成方法
① 本資料に基づき完成図を作成してください。
② 製本作成前に監督職員のチェックを受けてください。
③ 提出部数は以下を標準とします。
・A1版 二つ折り製本(A2仕上げ)・・・2部（施設及び管財・営繕部各1部）
・A3版 二つ折り製本(A4仕上げ)・・・2部（施設及び管財・営繕部各1部）
[bookmark: _Hlk69460344](17) 様式　工-75（参考）　完成写真の作成方法
① 本資料に基づき完成写真を作成してください。
② 製本作成前に監督職員に構成のチェックを受けてください。
③ 改修時は、施工の状況がわかるように工事前と完成時の写真を上下に並べて表示し提出してください。
(18) 様式　工-76　工事完成図書引渡書
① 完成検査終了後に受注者から監督職員に完成図書等と併せて提出してください。
② 日付は完成検査の日としてください。
(19) 様式　工-76（別紙）　工事完成図書引渡一覧表（別紙）
① 完成検査前に監督職員が一覧表を作成しますので、完成時に一覧表に示したものを提出してください。
[bookmark: _GoBack](20) 様式　工-77（参考）　電子媒体の作成について
① 本資料に基づき、工事完成図書引渡一覧表（別紙）に記載されている内容のデータをCD又はDVDに保存してください。
② 保存データについては、ウイルスチェックが済まされているものとしてください。
③ 本CD又はDVDに工事名称、工期、施工業者名、ウイルスチェック内容等を記載し提出してください。

Ⅹ.完成後
(1) 様式　内工-18　経年検査実施報告書
① 連合会が発注した工事においては、1年後及び2年目に満たない時期に経年検査を実施しますので、施設から連絡がありましたら対応調整をお願いします。
② 工事監理業務が契約されている工事については、監理事務所が検査を行い、直接管理の場合は、施設管理者が検査を実施します。
本報告は、施設管理者が行います。


